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直営 指定管理者 その他 計 直営 指定管理者 その他 計
都 道 府 県
18 26 1 45 25 15 10 50
40.0% 57.8% 2.2% 100.0% 50.0% 30.0% 20.0% 100.0%
政令指定都市
4 15 0 20 6 13 2 21
20.0% 75.0% 0.0% 100.0% 28.6% 61.9% 9.5% 100.0%
市 町 村
193 84 15 292 217 58 20 295
66.1% 28.8% 5.1% 100.0% 73.6% 19.7% 6.8% 100.0%
計
215 125 16 357 248 86 32 366



























広報・啓発 講座 相談事業 情報収集 ・提供　 交流促進
企業・NPO
との連携 国際交流 調査研究
都 道 府 県
41 41 43 42 37 31 3 6
91.1% 91.1% 95.6% 93.3% 82.2% 68.9% 6.7% 13.3%
政令指定都市
16 17 17 18 18 12 3 12
80.0% 85.0% 85.0% 90.0% 90.0% 60.0% 15.0% 60.0%
市 町 村
228 218 211 228 170 89 27 85
78.1% 74.7% 72.3% 78.1% 58.2% 30.5% 9.2% 29.1%
計
285 276 271 288 225 132 33 103















































































































































































































































































































































































































































































































































































②金 融 団 体：銀行/銀行協会、信用金庫協会、日本政策金融公庫支店、  
金融系研究所
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山口 周防大島 下関 内容・その他
9/10 合同オリエンテーション（山口市内で開催）
9/16 9/17 9/18 午前：経営能力向上編・午後：ビジネス応用編
9/24 合同セミナ （ー受講生の中でこれから起業したい人・扶養内起業の方対象）
（山口市内で開催）
9/30 10/1 10/2 午前：経営能力向上編・午後：ビジネス応用編
10/7 10/8 10/9 午前：経営能力向上編・午後：ビジネス応用編
10/15 合同セミナー（山口市内で開催）
10/21 10/22 10/23 午前：経営能力向上編・午後：ビジネス応用編
10/30 合同セミナー・ビジネスメッセ視察（周南市内で開催）
11/4 11/5 11/6 午前：経営能力向上編・午後：ビジネス応用編











































関係支援機関の支援による創業数（男女） 181件 143件（H28.1） 900件
女性創業セミナーの受講による創業数 10件 13件（H26年度） 130件
女性創業応援会社のビジネスプランの


























































































































































   　利用者の年代は、20代 17％、30代 44％、40代 32％であり、就業状況は、無
職 67％、正社員 8％、正社員以外 23％、その他 2％となっている（平成27年3月
31日現在）。





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































犬塚協太 2013 「『地域活動にかかわっている男性』への支援」国立女性教育会館編『男女共同参画と男性 
――男性の家庭・地域参画を進める学習プログラムハンドブック』: 52-58.

























図表２　 都道府県別の平成17 年～22 年及び平成22 年～27 年の人口増減の関係
   
平成22年～27年の 





















































































































































































































































7.6 28.4 41.6 22.4
7.2 30.1 42.2 20.5
9.6 27.9 40.2 22.3
12.8 24.8 36.8 25.6
11.3 26.3 43.7 18.6
11.2 27.3 39.4 22.1
6.3 32.5 38.9 22.2
7.2 32.1 36.9 23.7
10.0 30.5 41.3 18.1
10.4 30.5 39.8 19.3
7.5 36.8 22.1
9.3 32.3 40.3 18.1
8.5 33.3 39.9 18.2
12.6 29.5 36.2 21.7
7.4 35.5 39.1 18.0
11.2 31.9 41.2 15.8
12.8 30.7 37.4 19.1
12.2 31.8 37.6 18.4
13.8 30.3 38.2 17.7
11.2 33.1 35.4 20.4
9.7 34.6 40.9 14.8
6.9 37.4 39.8 15.9
12.2 32.2 37.6 18.0
11.5 32.9 39.3 16.3
10.0 34.7 40.2 15.1
15.2 30.1 35.2 19.5
8.7 36.8 39.9 14.6
12.6 32.9 32.9 21.5
9.4 36.2 39.8 14.6
13.9 31.9 37.5 16.7
10.5 35.5 33.1 21.0
12.2 33.7 40.2 13.8
12.2 33.9 35.5 18.4
11.6 34.7 37.8 15.8
11.2 35.3 34.1 19.3
10.9 36.3 36.7 16.0
14.6 32.8 34.0 18.6
10.7 36.9 35.7 16.8
10.9 36.8 33.3 19.0
12.1 35.9 34.8 17.2
9.8 38.9 34.8 16.4
12.1 36.7 38.3 12.9
11.1 38.9 32.8 17.2
13.4 37.2 32.6 16.9
11.9 39.1 32.4 16.6


































































37.7 28.6 21.0 12.7
35.7 31.7 18.0 14.5
35.6 34.4 14.4 15.6
34.5 37.3 16.8 11.2
33.6 32.4 15.2 18.8
33.2 31.2 23.1 12.6
32.7 32.7 19.0 15.7
32.2 34.9 21.0 12.0
32.1 30.1 20.8 17.1
32.0 35.6 19.8 12.6
31.3 20.3 15.6
31.3 39.4 17.2 12.0
31.2 36.8 18.8 13.2
31.1 37.8 23.2 8.0
31.1 35.4 19.7 13.8
30.7 40.2 14.4 14.7
30.3 34.6 22.0 13.0
29.3 35.5 22.8 12.4
29.2 40.4 18.8 11.5
28.7 39.7 18.6 13.0
28.6 34.0 25.9 11.6
28.6 40.1 17.8 13.5
27.7 42.2 19.1 10.9
26.6 39.1 21.8 12.5
26.6 40.2 18.8 14.3
26.2 39.1 23.4 11.3
26.0 37.0 22.8 14.2
25.7 39.3 21.1 14.0
25.6 37.0 20.6 16.7
25.3 47.4 15.4 11.9
25.3 43.4 17.6 13.7
25.3 39.1 19.0 16.6
25.2 39.9 20.9 14.0
25.1 35.9 26.4 12.7
25.1 36.1 23.5 15.3
25.0 41.8 20.4 12.9
24.6 40.4 20.8 14.2
24.3 43.2 19.4 13.1
24.2 38.9 22.5 14.3
23.8 40.2 22.7 13.3
23.7 40.4 19.1 16.7
23.7 38.5 23.0 14.8
22.0 42.7 18.2 17.1
21.8 39.5 22.2 16.5
21.2 41.6 22.9 14.3
























































































































500 人以上 1,000 人未満


































































































































































①女性採用比率 ②勤続年数男女差 ③労働時間の状況 ④女性管理職比率
※任意項目についてさらに検討（例：非正規雇用から正規雇用への転換状況等）
✎ 行動計画の必須記載事項
▶目標（定量的目標） ▶取組内容 ▶実施時期 ▶計画期間
✎ 情報公表の項目 （※省令で規定）
女性の職業選択に資するよう、省令で定める情報(限定列挙)から事業主が適切
と考えるものを公表
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要 （民間事業主関係部分）
▶ 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）。
▶ 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内における推進計画を策定（努力義務）。
１ 基本方針等
２ 事業主行動計画等 －行動計画策定指針（告示）－
▶ 国は、事業主行動計画の策定に関する指針を策定。
✎認定基準(省令)は、業種毎・企業規模毎の特性等に配慮し、今後検討
▶ 女性の活躍のために解決すべき課題に対応する以下の項目に
関する効果的取組等を規定。
▶ 各企業は、これらを参考に自社の課題解決に必要な取組を選
択し、行動計画を策定。
● 女性の積極採用に関する取組
● 配置・育成・教育訓練に関する取組
● 継続就業に関する取組
● 長時間労働是正など働き方の改革に向けた取組
● 女性の積極登用・評価に関する取組
● 雇用形態や職種の転換に関する取組(パート等から正規雇用
へ、 一般職から総合職へ等)
● 女性の再雇用や中途採用に関する取組
● 性別役割分担意識の見直し等 職場風土改革に関する取組
▶地域において、女性活躍推進に係る取組に関する協議を行う「協議会」を組織することができることとする（任意）。
▶原則、公布日施行（事業主行動計画の策定については、平成28年４月１日施行）。 ▶10年間の時限立法。
３ その他（施行期日等）
※ 衆議院による修正により、取組実施・目標達成の努力義務が追加
参考資料３
内閣府男女共同参画局ホームページより抜粋
www.gender.go.jp/policy/suishin_law/pdf/law_gaiyou.pdf
　平成27年度「女性関連施設に関する調査研究」
　　検討委員会（執筆者）
　荻野　亮吾　　東京大学高齢社会総合研究機構特任助教（第3章）
　高林　直人　　静岡県くらし・環境部県民生活局男女共同参画課主査（コラム2、コラム8）
　近本　聡子　　公益財団法人生協総合研究所研究員（コラム11）
　西本　祥子　　北九州市立男女共同参画センター所長（コラム5）
　森　ます美　　昭和女子大学人間社会学部教授（第1章）
　中野　洋恵　　国立女性教育会館研究国際室長（第2章）
　森　　未知　　国立女性教育会館情報課専門職員
　飯島　絵理　　国立女性教育会館研究国際室研究員（第4章（コラム2、5、8、11を除く））
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